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【記録】久留米大学教職課程年報 2021，第５号，38－50. 
新型コロナウイルス感染症拡大の中での 
教職課程運営についての記録 
―新型コロナウィルス感染症発生と令和２（2020）年度の取
り組み― 
 
本記録について 
 2020年 1月頃、新型コロナウィルス感染症（COVID-19）の世界的蔓延によって、こ
れまでの生活様式は一変した。大学をはじめ教育の場も、例外なく大きな影響を受け、
国からの発表や通達に、都度応じる必要があった。かつ、教育の質の保証とともに、自
大学の学生や教職員、大学と外部への配慮も求められ、例年以上に丁寧かつ迅速な対応
が常に求められた。 
 2021 年 2 月現在、いまだ収束の兆しは見えず、混乱はまだまだ継続すると思われる
が、新型コロナウィルス（COVID-19）発生から令和 2（2020）年度までをひと区切りと
して、コロナ禍における教職課程運営についてまとめた。 
 
令和２（2020）年度教育実習について 
Ⅰ 教育実習生の総数と当初予定 
 令和 2 年度の教育実習予定者は、4 月時点で延べ件数 194 件（幼稚園Ⅰ：44、幼稚園
Ⅱ：43、小学校：18、中学校：39、高等学校：41、特別支援学校：9）、実数 168名とな
っていたが、最終的に教育実習修了者は延べ件数 187 件（幼稚園Ⅰ：44、幼稚園Ⅱ：41、
小学校：17、中学校：38、高等学校：40、特別支援学校：8）、実数 119名であった。 
 4月当初の計画では、5月開始が 44名、6月開始が 29名、8月開始が 2名、9月開始
が 57名、10月開始が 10名、11月開始が 1名、2月開始が 44名となっており、4年生
および科目等履修生の教育実習は 11 月 30 日に終了する予定となっていた（3 年生の
「教育実習（幼稚園）Ⅰ」は、2月より開始）。 
 
Ⅱ 教育実習日程の変更 
 緊急事態宣言を受け、福岡県では 4 月 14 日から休業要請が出され、休業要請の対象
には、学校等も入っており、多くの学校等では始業式はじめ多くのスケジュールが大幅
な変更を求められることとなった。 
 近年、教育実習は 5月から開始とする学校が多く、4月の休業要請による学校等の一
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斉休校で、年間計画の変更が急務となり、ほぼ全ての学校等において教育実習の受け入
れ期間延期となったことから、実習期間が変更となった学生は、全体の 44％を占めた。
5月・6月から開始予定の実習は、77件中 61件が延期となった。 
 
Ⅲ 教育実習にむけた事前指導 
 教育実習事前指導は当初、2020 年 3 月 18 日、27 日、4 月 3 日に実施予定だったが、
3月 27日、4月 3日の 2日間で実施することにし、感染対策（マスク着用、教室入口で
の手指消毒、体調不良の場合は欠席を許可）を講じた上で実施した。 
例年どおりの教育実習事前指導に加えて、感染対策として、①教育実習 2週間前から
の検温および体調管理シートの記入と実習の際の持参、 ②マスクの着用、 ③帰省を
伴う実習については、2週間前から帰省し体調管理に努める、という三点を教育実習生
に対して教育実習を行うための条件として指導を行った。 
 また、教育実習期間中の欠席配慮届については、例年のとおり発行することとして、
教務課窓口での引き渡しだけでなく、KU-Portal で送付する形もとった。なお、後述の
WEB授業期間中に教育実習を行った場合も、教育実習中は実習と体調管理に集中させる
ため、その旨を記した委員長名の依頼文書と欠席配慮届を発行することとした（担当教
員には、KU-Portalで知らせた）。 
 
Ⅳ 実習校からの要請 
 緊急事態宣言前後、実習校から教育実習の日程変更や一時延期といった連絡が増えた。
受け入れの条件として、マスクの着用、教育実習（事前打ち合わせ含む）2週間前から
の帰省と検温の実施、検温シートへの記入と提出、アルバイト停止、実習中のフェイス
シールド購入・着用義務といった要請も併せて言われることがあった。 
 大学は、学生へ実習校からの要望を伝え、一時品薄状態であったマスクや手指消毒剤
を、教育実習を予定する学生のため、教務課でストックするなどの準備を行った。 
 また、2021年 1月 7日に、政府は二回目となる緊急事態宣言を発出した。4年生の教
育実習については、全日程終了していたが、3年生の「教育実習（幼稚園）Ⅰ」が 2021年
2月 1日から控えており、実習園からは、教育実習 2週間前からの検温だけでなく、実
習の条件として、PCR検査の受診を要請する園もあった。 
 
Ⅴ 実習前後での問題 
 実習前の事前打ち合わせの際、2週間前から記録した検温シートを持参するように指
示していたものの、一部の学生が記録を取り忘れており、実習校から指摘されたことが
あった。幸い、取り忘れていた日数としては 2日間程度ということもあり、実習校から
は口頭注意となり、実習は問題なく開始することができた。 
 また、教育実習開始前に実習生が発熱するといった案件も 1 件もあった。結果的に、
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PCR検査を受診し、陰性だったものの、結果判明後、2週間の自宅待機要請があり、教
育実習開始の延期を実習校に依頼することとなった。運営委員会としての対応の詳細に
ついては、後述する。 
 
Ⅵ 教育実習事後指導（中学校・高等学校） 
 本年度、教育実習事後指導の一環として、現職の高等学校校長の講話を 2021 年 1 月
28日に実施することができた。 
 しかし、前述のとおり、2回目となる緊急事態宣言が発出されたこともあり、対面で
の開催は行わず、WEBでの実施とすることとなった。 
 講師に講話動画を事前作成していただき、mp4 データを KUEST（イーラーニング）
にアップロードした。学生は、一定期間中に動画を視聴し、課題を作成することとした。
講話を視聴した学生には、課題とは別に講話への感想も提出させた。 
「とても良いお話で、実際にお会いした上で、お話を聞きたかった」「リアルタイム
ではなく、オンデマンド型であったため、分からないところを繰り返し聞くことができ
たので良かった」とさまざまな感想があり、学生にとって非常に有意義な事後指導にな
った。 
 
Ⅶ 教職課程運営委員会としての対応 
（1） 教育実習の期間短縮への対応 
文部科学省は、令和 2年 4月 3日付文書（2教教人第 1号。以下、4月通知文書とす
る）において、令和 2年度の教育実習の実施時期などについて大学と実習先とで調整す
るように通知を行った。さらに、令和 2 年 5 月 1 日付文書（2 教教人第 5 号。以下、5
月通知文書とする）において、「教育実習の期間の弾力化」についても通知を行った。
そして、令和 2年 8月 11日付文書（2文科教第 403号。以下、8月通知文書とする）に
おいて、「教育職員免許法施行規則等の一部を改正する省令の施行について」通知を行
った（便宜上、これらをまとめて「教育実習特例措置」とする）。 
 前述のとおり、4 月 7 日（全国への拡大は 4 月 16 日）に一回目の緊急事態宣言が発
出され、小学校等のほとんどが休校となり、「教育実習については見合わせたい」とい
う連絡が数校より大学へ入るようになった。また、5月通知文書が、教育委員会ならび
に小学校等へ配布されると、実習予定校から、「秋ごろに受け入れはするものの、期間
を短縮したい」という連絡が大学に入ることが多くなった。 
 これらを受けて、教職課程運営委員会は、迅速な対応が迫られるようになり、まず、
教職課程運営委員長と 2名の運営委員（文学部 安永教授・前教職課程運営委員長、文
学部 片岡教授）による臨時三役会議を立ち上げが運営委員会で認められ、早急に問題
解決にあたることができるような体制づくりが行われた。 
 臨時三役会議では、文科省の 4 月通知文書、5 月通知文書、8 月通知文書を基に議論
41 
 
を重ね、実習期間の短縮が実習校より依頼された場合の対処方法を検討し、後日、運営
委員会において事後承認を得た。なお、本学の教育実習期間・日数については、①幼稚
園実習 計 4週間（3年次に 2週間、4年次に 2週間。それぞれ実働 10日間）、 ②中
学校実習 3 週間（実働 15 日間）、 ③高等学校実習 2 週間（実働 10日間）、 ④特
別支援学校実習 2 週間（実働 10 日間）と設定しており、①③④の 2 週間の実習につ
いては、大学設置基準を根拠とした最少日数 8日間を上回って設定している。 
また、小学校実習については、本学の教職課程科目ではないため、教育連携校（姫路
大学）に確認した上で、本来 2 週間（実働 10 日間）のところ、実働 8 日間でも問題な
いこととして対応した。 
 教育実習期間短縮を要請された場合の対処方法は、次のとおり。 
 
学校種 必要日数 対処 備考 
幼稚園 10日間 10日間 総合子ども学科の
幼稚園実習担当教
員から実習園に直
接依頼するなどの
対応 
中学校 15日間 最低でも 10日間は確保。残り
日数は、学校体験活動等を充
てる 
 
高等学校 10日間 原則は 10日間とするが、最低
限 8日間は確保 
追加の実習や学校
体験活動等は不要 
特別支援学校 10日間 同上 
 
 
 
（2） 教育実習前の発熱対応 
 5 月 14 日に、緊急事態宣言が解除され、学校が再開されはじめ、教育実習について
も順次開始することとなった 
本学では 7月に感染者が初めて確認されたものの、教育実習生のなかから出てくるこ
となく順調に教育実習を実施することができた。しかし、9月に、教育実習生一名が実
習 2週間前に発熱の症状が出たことにより、判断を要する場面に直面した。 
 該当の教育実習生は、行政指導により、PCR検査を受診することとなり、陰性という
結果だったものの、教育実習 2週間前の発熱だったため、実習校には、発熱が分かった
時点で連絡した。その後、教職課程委員長から実習校へ電話を行い、教育実習開始の延
期と実習期間の延長をお願いし、承諾を得た後、副学長名での文書を送付した。 
 当該学生自身が、取り決められていた連絡方法（発熱等の症状が発生した場合や罹患
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したことが分かった場合、学生は学生課に連絡し、保健管理センターの指示に従う）に
そって大学に連絡をしたことにより、遺漏なく対応することができた。実習校のご理解
とご協力により、後日３週間の教育実習を終えることができた。 
次年度以降の教育実習事前指導において、有事の際の対応例として紹介したい。 
 
（3） 教育実習中止となった実習生への対応 
 8月、感染拡大により深刻な病床数問題を抱える県外の実習校より、延期していた教
育実習について中止とするという通達があった。当該学生は、高等学校での 2週間の実
習を控えており、運営委員会として対応することとなった。 
 まず、学生のためにも 2 週間（実働 10 日間）の実習を行える代替校を探すこととし
たものの、通達を受けたのが 8月ということもあり、困難を極めたが、佐賀県立高等学
校から 1週間（実働 5日間）の教育実習を許可いただくことができた。厚く御礼申し上
げる次第である。 
加えて、別の高等学校においても、授業見学を中心に 2日間許可いただくこともでき
た。当該学生は、更に近隣小学校において学校体験活動等を行い、学校現場に直接触れ
る経験を欠くことなく、教育実習を終えることができた。教科担当の委員と教職課程運
営委員長との協同で対応できた。 
 
令和２（2020）年度介護等体験について 
Ⅰ 令和 2（2020）年度当初予定と緊急事態宣言後 
 令和 2年度の介護等体験予定者は、4月時点で 56名であった。最も早い学生は、8月
3日から特別支援学校での体験が開始することとなっていたが、緊急事態宣言や休業要
請により、社会福祉施設から延期や中止したいといった連絡が続々と大学に入ることと
なった。また、福岡県社会福祉協議会からもメール連絡において、6 月・7 月期の体験
については見合わせることとし、8月以降で調整中であることが伝えられた。 
 社会福祉施設から中止の申し出が県内でも増加傾向にあることを受けて、社会福祉協
議会では、4年生を優先して実施することとして、各大学とも調整を行った。 
 
Ⅱ 介護等体験代替措置と本学の対応 
 一部の特別支援学校や社会福祉施設では、内容を一部変更し、体験を実施していただ
くことができたが、大部分の学生が介護等体験を履修できるかどうか分からない状況と
なった。 
 文部科学省は、8月 11日付文書（2文科教第 401号「小学校及び中学校の教諭の普通
免許状授与に係る教育職員免許法の特例等に関する法律施行規則の一部を改正する省
令等の施行について（通知）」）で、介護等体験の代替措置を設けることを通知した。 
 代替措置については、いくつかの選択肢があったものの、本学では、「独立行政法人
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国立特別支援教育総合研究所が開設する免許法認定通信教育の科目に係る印刷教材の
学修の成果を確認する措置」で対応することとした。 
 代替措置の対象者は、53名であった。 
 印刷教材の配布に関しては、直接配布ではなく、学内イントラ（KU-Portal）を用いて、
データを一定期間中保管することとした。一度にすべての教材を格納するのではなく、
その他のオンライン授業同様に、定期的に教材データを挙げていくこととして、適宜学
修するように指示を行った。全日程終了後、学修報告書を配布し、期限内に提出させた。
なお、学修報告書については、教職課程運営委員長（記載内容）と教務課（指定文字数）
で確認を行い、代替措置が完了したと認定できた者については、運営委員会で承認する
こととした。 
 
令和２（2020）年度授業運営について 
Ⅰ 前期 
 本学では、令和 2（2020）年度前期の授業開始日を 4 月 10 日としていたが、4 月 10
～23 日までを一斉休講とし、24 日からオンデマンド型のオンライン授業（以下、オン
ライン授業とする）をすることが決定された。なお、通常授業に復帰する場合は、その
1週間前までには通知することとした。その後、収束が見えない状況もあり、4月 24～
5 月 21 日までをオンライン授業とすることが決定された（その後、再々延長され、前
期授業については原則オンライン授業をすることとなった）。 
 教職課程では、教育実習を直前に控えていることもあり、早期の対面授業の開始を望
む声が授業担当者だけでなく、学生からも複数あがってきた。 
 そのようななか、分散登校を目指し、5 月 21 日に教職課程科目担当者向けに、今後
の授業運営に関する調査文書を郵送した。分散登校を目指す手順としては、①授業担当
者への確認（対面の有無、必要授業回数、希望日時など）、②教務課で取りまとめ、教
職課程委員長より副学長へ上申、③御井学舎学部長会議で審議、④学部長会議から教務
課に教室設定の指示、⑤設定終了後に授業担当者および学生へ連絡というものとした。 
当文書において、三密防止のため、教室の再設定や場合によっては、曜日時限の変更
なども考えられるということや分散登校が許可された場合でも学生および保証人（保護
者等）が不安感を抱くことがあることも考え、登校することができない学生に不利益が
ないよう、対面授業とオンライン授業の併用等の配慮をお願いすることとした。 
時間割を再編後、6 月 19 日から一部の科目において、分散での対面授業を再開する
こととした。担当者や学生からは安堵する声もあったものの、一部の科目は、受講者数
が多く、対面授業を実施できないものもあった。 
  
Ⅱ 後期 
 令和 2（2020）年度後期の授業開始日を 9 月 24 日としており、教職課程では前期同
44 
 
様に授業担当者向けに調査文書を送付することとした。 
 多くの授業において、対面授業を実施することができたものの、前述のとおり、教育
実習の実施時期が後期にずれ込んだ学生が多くいたことから、中学校・高等学校の免許
取得希望者の必修科目「教職実践演習（中・高）」の受講者のなかに数回授業を欠席せ
ざる学生がいた。 
 教職課程の総仕上げとしての科目の性質上、オンラインでの実施については、賛否両
論あり、他大学でも苦慮している科目の一つだった。 
 年明けを迎え、政府は 1月 7日に東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県に対して緊急事
態宣言を再発出した。これに加えて、13 日に大阪府などの 6 府県と福岡県が対象区域
に追加されることとなった。 
 本学では、12月末に感染が判明した学生について、保健所の指導のもと、行動をとも
にした学生を対象に PCR検査を行い、数名の陽性が確認されたことから、12月 29日に
クラスター発生と判断された。これを受けて、1月 4日からの後期授業については、全
てオンライン授業とすることを決定した。教職課程科目においても、原則オンライン授
業とすることとなり、学生の入構は制限した。 
 対面授業を必要とする科目については、いくつかの授業担当者から希望が上がり、通
信教育課程のスクーリング科目も数科目予定されていたため副学長に、対面授業を求め
る上申書を提出したたが、科目試験のみ実施することが許可された。 
 
Ⅲ 集中講義 
 本年度もいくつかの集中講義が予定されていたが、原則オンライン授業で実施するこ
ととなった。多くの集中講義は、受講者数が多く、大教室を使用したとしても、長時間
同じ空間にいることが望ましくない状況であると判断した結果だった。一方で、少数の
集中講義については、一部で実施することができた（10 月から 3 日間に分けて開講）。 
 また、授業担当者の多くが越県を要するということもあり、次年度以降も課題が残る。 
 
令和２（2020）年度各種説明会等について 
Ⅰ 教職課程説明会 
 例年、在学生向けの教職課程説明会を新年度が始まる一か月前、3月の中旬に実施し
てきた。この時期に実施する理由としては、教育実習の事前指導を早い段階から実施で
きるようにするためやWEB履修の際に履修漏れがないようにするためだった。 
 2020 年 3 月当時、日本においても感染者が増加傾向にあったため、説明会の実施方
法を変更することとした。 
対象学年 日程 対応 
新 2年生 3/13 説明会を中止とする。ただし、教職課程科目受講上の注意事項な
どの資料を KU-Portalにて配布。 
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新 3年生 3/13 5 月 7・8 日に延期。両日どちらか出席できる日に参加すること
とする。 
→5月 29日に延期。ただし、対面での実施ではなく、WEBでの
実施とした。Googleフォームを用いて、教育実習の希望届の提出
や KU-Portalで資料を配布するなどして対応。 
新 4年生 3/13 3 月 18日に延期。教育実習事前指導（全体）を元々3 月 18 日、
27日、4月 3日に予定しており、教育実習事前指導の 1回目に内
容を組み込むこととした。 
新入生 4/1 予定どおり実施した。 
 
Ⅱ 介護等体験オリエンテーション 
 例年、12 月中旬に次年度介護等体験を希望する学生に対して、説明会を実施してお
り、本年度も実施することができた。 
 ただし、座席表の作成と出席予定者を把握するため、事前登録制として、Googleフォ
ームで入力する方式をとった。大部分の学生が事前登録を行って、当日出席したものの、
数名の学生が事前登録の有無を知らずに当日出席していた。 
 次年度から、介護等体験の事前指導を科目に準じて行うこともあり、事前登録制は継
続し、教職課程履修の手引きなどへの記載、周知を徹底したい。 
 
Ⅲ 次年度教育実習説明会 
 5 月 29 日に 3 年生向けの説明会を WEB で実施し、次年度教育実習説明会について
は、7月 22・23日に分散して実施した（ゼミが分散開講される日に合わせて、学部ごと
の実施とした）。 
 内々諾をとっている学校のデータや教育実習予定者の情報（希望教科など）を、Google
フォームに入力することとした。入力されたデータを基に、教育実習内諾書を作成し、
3年生に個別配布した。 
 大部分の学生が対応することができ、円滑な運営が可能であったものの、一部、うま
く対応できない学生がいた。 
 令和 3（2021）年度の教職課程説明会を令和 3（2021）年 3月 12日に実施予定だった
が、感染状況を鑑み、WEBでの実施とすることとし、学生に通知した。 
 
Ⅳ 令和２年度教職員免許状一括申請 
 教育実習を終えた学部 4年生および科目等履修生、専修免許状取得を希望している大
学院生を対象に一括申請の受付を行っている。 
 本年度からは、平成 28 年改正法いわゆる「新法」の対象者についても一括申請に挙
げることが可能となり、本学では、「旧法」（平成 10 年改正法）での申請が 148 件（幼
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一種 39件、中一種 40件、高一種 69件）、「新法」（平成 28年改正法）での申請が 7件
（中一種 2件、高一種 1件、中専修 1件、高専修 3件）、特別支援学校教諭「新法」（平
成 18 年改正法）での申請が 8 件となっている。一括申請は延べ 163 件で、実数は 117
名となっている（2021 年 1 月 31 日時点）。本年度は、人間健康学部が初めての卒業生
を出すということで、一括申請の件数も大幅に増加した。 
 これまでは、8月下旬から 9月上旬に福岡県庁で申請方法についての説明を受けた後、
1 回目の学生向け説明会を実施し、教育実習の全日程が終了している 11 月に 2 回目の
説明会を設けていた。しかし、本年度は、1 回目の説明会を KU-Portal 上に説明資料を
格納し、Googleフォームで申請する学校種・教科などを回答する形式をとることとした
（名簿ファイルデータ作成に必要なデータの収集が目的）。 
 名簿ファイル提出後、11 月に福岡県教育委員会から一括申請授与願を受領し、11 月
24日に 2回目の説明会を実施することができた。授与願の提出締切を 12月 3日までと
して、無事に全ての授与願を受領することができたものの、一部で申請料を納めること
が経済的な理由で遅れるという件が発生した（福岡県への申請料納付は後日となるため、
学生からの事前相談を受け、承諾した）。 
 授与願を送付後の一連の流れについては、例年どおりとなり、大きな混乱は生じない
だろうと推測されるものの、免許状の手交方法については昨年度同様検討が必要と思わ
れる。 
 
その他 
Ⅰ 教員免許状更新講習 
 令和 2年度教員免許状更新講習については、全 8講習開設の準備をしていた（必修：
1講習、選択：7講習）。 
 4 月 16 日から受講申込受付を開始予定だったが、4 月 10 日に受付開始を延期する旨
を通知した。実施時期については、公立学校の夏休み期間を予定していたこともあり、
実施にむけて準備を行っていたが、大学の方針として、外部からの入構制限を行うこと
となり、5 月 29 日に全講習の中止とすることを判断した。判断後、全講習予定者に対
して、福岡グループ教員免許状更新講習管理システムの「大学のお知らせ」から通知を
行った後、既に受講申込書を送付している受講者に対して、返金などの対応のため、個
別にメール送信することとした。 
 講習料の支払いについては、一時中止を事前に講習予定者に通知していたこともあり、
キャンセルによる返金対象者は 12 名であった（手数料は全額教務課負担として、返金
済み）。 
 
Ⅱ 教職課程講師会と教育実習懇談会 
 教職課程講師会については、年 2回の実施を行い、教職課程科目を担当する非常勤講
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師を招き、教職課程科目の授業運営などについて、情報交換や意見交換を行っている。
また、教育実習懇談会は、年 1回開催し、教育実習でお世話になった近隣の中学校・高
等学校・特別支援学校を招き、教育実習の問題点などについて、意見交換を行っている。 
 本年度は、教育実習の実習校訪問を控えていたこともあり、教育実習懇談会は中止と
して、実習校より意見書・要望書をいただくことにした。 
 教職課程講師会については、12月 2日に開催し、コロナ禍での授業運営や成績評価、
教員養成について意見交換を行った。教職課程科目については、対面での授業が望まし
い点が多いが、一方で、現場ではオンライン授業への対応や ICT教育の充実化を求めら
れている面もあり、今後も情報交換や相談をしながら、教員養成について協力を仰いだ。 
 
Ⅲ 外部団体との関わり 
（1） 九州地区大学教職課程研究連絡協議会 
 5月の定期総会はじめ、全ての会合が書面でのやりとりとなった。秋の研究連絡協議
会は長崎県で予定されていたが、中止となった。 
 他大学との情報交換の場を持つことができずにいたが、九教協で日頃より懇意にして
いただいている近隣大学とは個別に情報交換を行うことができた。 
 
（2） 全国私立大学教職課程研究連絡協議会 
 九州地区大学教職課程研究連絡協議会の親団体でもある全国私立大学教職課程研究
連絡協議会についても、書面でのやりとりとなった。本年度の教育実習の実施状況など
の調査関係が複数回メールにて依頼があった。 
 
（3） 北九州地区大学教育実習連絡協議会 
 本協議会については、Zoomによるオンライン会議となった。北九州地区では、北九
州市教育委員会が校長会などと適宜調整し、頻繁に連絡や調査を行ったことにより、大
きな混乱もなく、教育実習を完了することができた。 
 「こういった状況下を見てもらうためにも、しっかりと実習を行うべき」ということ
で意見を統一したという話があり、大変心強く感じた。また、他大学では、他地区で教
育実習を断られた学生の受け入れを教育委員会が調整した件も報告された。 
 北九州市では、独自の教育実習評価票の導入が、本年度から開始された。大学独自の
評価票と市独自の評価票、どちらを使用するかという点は、大学の判断に委ねるという
ことだったので、本学では本学の評価票を使用していただくこととした。 
 次年度も同様の扱いとなる予定とのことだが、その際には、評価基準を添えるように
依頼された。 
 
（4） 福岡県大学・短期大学等教育実習・介護等体験連絡協議会 
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 例年 5 月に開催している本協議会については、中止となったが、4 月 27 日に教育実
習と介護等体験について、4年生を優先的に実施できるようにするなどの要望書を福岡
県教育委員会と福岡県社会福祉協議会に提出した。 
 年明け後 1月に、福岡県社会福祉協議会から次年度の介護等体験について、代替措置
が適用となった場合についてのアンケート依頼があった。 
 
（5） 福岡市・大学教員養成連携協議会 
 福岡市教育委員会（以下、福岡市教委とする）より、9～10月にかけて「学生サポー
ター」の協力大学として締結している関係大学に対して、教員養成に関する連携協議会
を計画している説明を行っていることが報告された。 
 その後、11月となり、12月 22日に第 1回目の連携協議会設立に関する会合が、Zoom
によって開催された。第 1回協議会では、大学が抱える課題と教育委員会の課題とが話
題となり、スムーズな教育実習の実施や教員養成について協議を行った。 
 第 2 回目が 1 月 29 日に開催され、福岡市教委では、教員採用試験に関して、大学推
薦制度を早ければ令和 4（2022）年度採用試験から導入したいとのことだった。しかし、
対象としては、令和 3（2021）年度に福岡市で教育実習（4 週間以上を想定）を行った
3年生というもので、本学では教育実習の時期（年次）も期間も該当することができな
いものだった。 
 本学だけでなく、多くの総合大学では同様の状況であることから、福岡市教委には、
適用させたくとも難しい事情があることを訴えかけた。福岡市教委からは、大学ごと個
別に対応できる点は対応するので、相談してほしいとの回答だった。 
 なお、この大学推薦制度の導入に向けて、教育実習の評価票についても、福岡市の教
員育成指標に沿った福岡市独自の評価票が作成され、使用されることが説明された（評
価票の導入は次年度から）。福岡市立での教育実習では、評価票を大学独自の評価票と
市独自の評価票と 2つ使用することとなり、現場の先生方にとって大きな負担になるこ
とが懸念される。 
 また、教育実習については、これまで学生が実習を希望する学校に個人で申請（内諾
手続き）し、大学を介して手続きを行っていたが、福岡市教委で教育実習に関して一括
で管理する方針であることも説明された。 
 
次年度以降に向けた課題 
（1） 学生への周知方法 
 教育実習や介護等体験、免許状申請に関する事前調査関係は、今回対応したように、
WEB での回答を継続したいと考える一方で、錯綜する情報を上手く処理することがで
きずに、情報の取り漏れを起こしている学生が一部発生していたため、対応を考える必
要がある。 
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しかしながら、教職課程講師会でも話題となっていたが、情報機器の操作や情報収集
と情報活用については、今後の教員としては必須となる力でもあり、本年度は応急措置
として対応したが、次年度以降はしっかりと準備を進め、導入していきたい。 
 
（2） 教育実習・介護等体験 
 次年度の教育実習については、既に多くの実習生が内諾をもらっている状態ではある
ものの、内諾書には感染状況次第では延期や中止とする場合がある旨が添えられている
ことが多い。また、特に幼稚園実習においては、PCR検査を受診することを条件として
内諾書を返送してくることもあり、教職課程運営委員会として対応することが予想され
る。特に、越県を伴う実習については、次年度についても実習校からリクエストがある
ことが推察されるため、実習 2週間前の帰省などの指示は必要かと思われる。 
 また、介護等体験については、感染した場合、重症化のリスクの高い方が利用されて
いるため、ワクチン接種が完了するまでは、例年どおりの実施は難しい可能性もあり、
今後の動向に注視したい。 
 
（3） 授業運営 
 1 月 31 日現在、次年度の授業方法については決定されていないが、教職課程科目に
ついては、授業担当者の希望どおりとなる可能性が高い。本学では、2020年 12月 29日
にクラスター発生と判断されたものの、授業中での感染ではなかったこともあり、今後
も教職課程科目については対面での実施が継続されると予想される。 
 一方で、対面を要する授業科目のうち、模擬授業を行う科目が多くあり、引き続き、
三密を回避しつつ、授業者にはマスクの着用はもちろん、フェイスシールドの着用など
の用意が必要と思われる。 
 
（4） 教員免許状更新講習 
 本年度は、一斉中止とする判断となったものの、次年度については例年どおりの講習
数を開設できるように進めていきたい。 
 本年度もオンライン授業を検討したものの、リアルタイムでの配信となると設備の問
題もあり、難しい面があるため、関係部署とも相談しながら準備を進めたい。 
 
 コロナ禍における教職課程運営は、さまざまな問題点を浮き彫りとするものとなった
が、改善すべき点が見えたとも考えることができる。また、コロナ禍を契機として、教
育の在り方などが大きな転換期を迎えている。 
 「対面できない」あるいは「マスクで表情から感情が読み取ることができない」とい
った状況がいつまで続くのか不透明ではあるが、このような状況だからこそ「人とのつ
ながり」が重要だと感じられた。 
50 
 
学内（教員－学生－職員）のつながりはもちろん、学外（地域、他大学、外部団体ほ
か）とのつながりも意識しつつ、教職を目指す学生のため、その学生の後ろにいる児童・
生徒たちのため、次年度以降も教職課程運営のサポートにあたりたい。 
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